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令和６年度一般会計予算案の概要 

  

１．令和６年度川棚町一般会計予算 総額 ６，８２０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

  

１．総　　　括

（歳　　　　入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較 構成比

  1. 町税 1,226,230 1,274,349 △48,119 18.0

  2. 地方譲与税 53,778 53,500 278 0.8

  3. 利子割交付金 400 500 △100 0.0

  4. 配当割交付金 4,000 4,000 0 0.1

  5. 株式等譲渡所得割交付金 4,000 3,000 1,000 0.1

  6. 法人事業税交付金 10,000 10,000 0 0.1

  7. 地方消費税交付金 305,000 300,000 5,000 4.5

  8. 自動車税環境性能割交付金 2,500 2,500 0 0.0

  9. 地方特例交付金 60,600 10,100 50,500 0.9

 10. 地方交付税 2,265,000 2,170,000 95,000 33.2

 11. 交通安全対策特別交付金 1,500 1,500 0 0.0

 12. 分担金及び負担金 27,892 26,658 1,234 0.4

 13. 使用料及び手数料 97,022 96,252 770 1.4

 14. 国庫支出金 1,021,148 1,003,222 17,926 15.0

 15. 県支出金 606,536 633,684 △27,148 8.9

 16. 財産収入 5,886 8,275 △2,389 0.1

 17. 寄附金 150,003 130,003 20,000 2.2

 18. 繰入金 392,625 377,257 15,368 5.8

 19. 繰越金 70,000 70,000 0 1.0

 20. 諸収入 84,480 91,900 △7,420 1.2

 21. 町債 431,400 429,300 2,100 6.3

    歳         入         合         計 6,820,000 6,696,000 124,000 100.0
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（歳　　　　出）

本  年 　度 　予 　算 　額 　の　 財　 源　 内　 訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特            定            財            源

  1. 議会費 94,514 90,605 3,909

  2. 総務費 742,403 780,617 △38,214

  3. 民生費 2,624,296 2,479,966 144,330

  4. 衛生費 610,041 628,558 △18,517

  5. 労働費 1,531 1,932 △401

  6. 農林水産業費 351,503 289,963 61,540

  7. 商工費 161,734 144,017 17,717

  8. 土木費 946,835 970,822 △23,987

  9. 消防費 250,940 253,402 △2,462

 10. 教育費 476,858 421,701 55,157

 11. 災害復旧費 33,879 90,073 △56,194

 12. 公債費 505,366 524,244 △18,878

 13. 諸支出金 100 100 0

 14. 予備費 20,000 20,000 0

歳        出        合        計 6,820,000 6,696,000 124,000
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２．歳入の概要 

１款 町  税  １，２２６，２３０千円 前年度比 ４８，１１９千円の減少 

１項 町民税  ５２７，６１０千円 前年度比 ４３，８００千円の減少 

１目 個人  ４７５，４１０千円 前年度比 ４４，２００千円の減少 

個人住民税定額減税の影響により減少するものと見込んでいます。 

現年度分当初予算年度比較（千円） 

年度 合  計 普通徴収分 給与特別徴収分 年金特別徴収分 

６年度 ４６９，９００ ９８，２００ ３５７，２００ １４，５００ 

５年度 ５１４，１００ １０５，４００ ３８８，７００ ２０，０００ 

４年度 ５０６，１００ ９８，１００ ３８８，０００ ２０，０００ 

  

２目 法人 ５２，２００千円 前年度比 ４００千円の増加 

均等割分は、令和５年１２月末日現在の法人数を基に算出しています。 

法人税割は、決算見込みを基に増加するものと見込んでいます。 

  

現年度分当初予算年度比較（千円） 

年度 合  計 均等割 法人税割 

６年度 ５２，１００ ２５，６００ ２６，５００ 

５年度 ５１，７００ ２６，７００ ２５，０００ 

４年度 ５０，６００ ２６，６００ ２４，０００ 

 

２項 固定資産税  ５５０，３７０千円 前年度比 ３，９１９千円の減少 

１目 固定資産税 ５４９，０００千円 前年度比 ４，０００千円の減少 

固定資産税は、過去の上昇率を基に算出し、土地は増加、家屋は減少、償却資産は増加する

ものと見込んでいます。 

現年度分当初予算年度比較（千円） 

年度 合 計 土  地 家  屋 償却資産 

６年度 ５４５，０００ １５２，０００ ２７５，０００ １１８，０００ 

５年度 ５４９，０００ １５１，０００ ２８２，０００ １１６，０００ 

４年度 ５３６，０００ １５１，０００ ２７６，０００ １０９，０００ 

 

２目 国有資産等所在市町村交付金 １，３７０千円 前年度比 ８１千円の増加 

対象となる団体は、財務省、長崎県、佐世保市であります。 

 

３項 軽自動車税  ５４，２５０千円 前年度比 ９００千円の増加 

１目 軽自動車税種別割 ５２，７００千円 前年度比 ９００千円の増加 
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令和５年１２月末現在の登録台数を基に台数を６，７６０台と見込み計上しています。 

２目 軽自動車税環境性能割 １，２００千円 前年度と同額 

これまでの交付実績から同額を計上しています。 

３目 軽自動車税 ３５０千円 前年度と同額 

軽自動車税の廃止により、滞納繰越分のみ見込み計上しています。 

 

４項 町たばこ税  ８６，０００千円 前年度比 １，３００千円の減少 

１目 町たばこ税 ８６，０００千円 前年度比 １，３００千円の減少 

    たばこ税は、前年度の実績を基に減少するものと見込んでいます。 

現年度分当初予算年度比較                               

年度 年間小売本数（千本） 予算額（千円） 

６年度 １３，２００ ８６，０００ 

５年度 １３，３３８ ８７，３００ 

４年度 １２，７６８ ８３，０００ 

 

５項 入湯税  ８，０００千円 前年度と同額 

１目 入湯税 ８，０００千円 前年度と同額 

現年度分当初予算年度比較（人・千円） 

年度 宿泊分（人） 宿泊以外（人） 温泉分（人） 予 算 額（千円） 

６年度 １０，０００ ７，０００ １２３，０００ ８，０００ 

５年度 １０，０００ ７，０００ １２３，０００ ８，０００ 

４年度 １０，０００ ７，０００ １２３，０００ ８，０００ 

 

滞納繰越分 

町税全体の滞納繰越分については、その縮減を図るため引き続き努力を重ね、目標として

７，４１０千円を計上しています。 

 

 

２款 地方譲与税  ５３，７７８千円 前年度比 ２７８千円の増加 

地方揮発油譲与税（地方道路譲与税） 

地方揮発油（道路）税収入額の４２／１００相当額が、市町村に道路の面積及び延長であん分し

て譲与される。６・１１・３月に交付 

自動車重量譲与税 

自動車重量税収入額の１／３（当分の間４０７／１０００）相当額が、市町村に道路の面積及び

延長であん分して譲与される。６・１１・３月に交付 

森林環境譲与税 

森林環境税を財源に、森林面積、林業就業者数などであん分して譲与される。 
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 実績額・当初予算年度比較                           （千円） 

年度 当初予算（総額） 
揮発油譲与税 

実績 

自動車重量譲与税 

実績 

森林環境譲与税 

実績 

６年度 ５３，７７８ － － － 

５年度 ５３，５００ － － － 

４年度 ５４，９８０ １１，３３６ ３３，９３２ ６，５８２ 

 

 

３款 利子割交付金  ４００千円 前年度比 １００千円の減少 

 利子割交付金（地方税法７１の２６ 施行令９の１４） 

長崎県に納められた県民税利子割のうち５９．４％（９９％の３／５）相当額が、過去（３年間）

の県民税の収入額に応じて各市町に交付される。８・１２・３月に交付 

 

 

４款 配当割交付金  ４，０００千円 前年度比 前年度と同額 

配当割交付金（地方税法７１の４７ 施行令９の１８） 

長崎県に納められた県民税配当割のうち５９．４％（９９％の３／５）相当額が、過去（３年間）

の県民税の収入額に応じて各市町に交付される。８・１２・３月に交付 

 

 

５款 株式等譲渡所得割交付金  ４，０００千円 １，０００千円の増加 

株式等譲渡所得割交付金（地方税法７１の６７ 施行令９の２２） 

長崎県に納められた県民税株式等譲渡所得割のうち５９．４％（９９％の３／５）相当額が、過

去（３年間）の県民税の収入額に応じて各市町に交付される。８・１２・３月に交付 

 

 

６款 法人事業税交付金  １０，０００千円 前年度と同額 

法人事業税交付金 

長崎県に払い込まれた法人事業税のうち７．７％相当額が、各市町に「従業者数」等によりあん

分して交付される。８・12・3 月に交付 

 

 

７款 地方消費税交付金  ３０５，０００千円 前年度比 ５，０００千円の増加 

地方消費税（地方税法７２の１１５） 

長崎県に払い込まれた地方消費税の額のうち５０％相当額が、各市町に「人口」等によりあん分

して交付される。6・9・12・3 月に交付 

 

実績額・当初予算年度比較（千円） 

年度 当初予算 実   績 

６年度 ３０５，０００ － 

５年度 ３００，０００ － 

４年度 ３００，０００ ３２１，７２７ 
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８款 自動車税環境性能割交付金  ２，５００千円 前年度と同額 

これまでの交付実績から同額を計上しています。 

 

 

９款 地方特例交付金  ６０，６００千円 前年度比 ５０，５００千円の増加 

1 項 1 目特例交付金は、令和６年度個人住民税定額減税減収補填特例交付金（仮称）の創設

に伴い、前年度から増額するものと見込み計上しています。 

 

2 項 1 目新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金は、名目で計上してい

ます。 

 

 

１０款 地方交付税  ２，２６５，０００千円 前年度比 ９５，０００千円の増加 

地方交付税のうち普通交付税は、令和６年度地方財政計画にて前年度比＋1.7%と見込まれ

ていることから、２，２００，０００千円と見込み計上しています。 

特別交付税は、これまでの実績から６５，０００千円を見込み計上しています。 

 

実績額・当初予算年度比較（千円） 

年度 
地方交付税 

当初予算 

地方交付税 

実績 

普通交付税 

実績 

特別交付税 

実績 

６年度 ２，２６５，０００ － － － 

５年度 ２，１７０，０００ － ２，２９４，３９９ － 

４年度 ２，１７０，０００ ２，３８２，２７８ ２，２９８，９４３ ８３，３３５ 

交付時期・・・普通交付税：４・６・９・１１月交付、特別交付税：３月 

 

 

１１款 交通安全対策特別交付金  １，５００千円 前年度と同額 

交通安全対策交付金は、これまでの交付実績から同額を計上しています。 

 
交通安全対策特別交付金 

交通反則通告制度に基づき納付される反則金収入を原資として、地方公共団体が単独で行う道

路交通安全施設整備の経費に充てるための財源として交付される。９・３月交付 

 

 

１２款 分担金及び負担金  ２７，８９２千円 前年度比 １，２３４千円の増加 

保育園保育料は、直近の入所状況を基に減額を見込み算出しています。 

養護老人ホーム入所徴収金については、直近の入所者数を基に算出しています。 

 

分担金及び負担金の主なもの（千円） 

 ６年度当初予算 ５年度当初予算 増  減 

保育園保育料 ７，７９９ ８，２０６ △４０７ 

養護老人ホーム入所徴収金 １２，７７９ １２，２３７ ５４２ 

急傾斜地崩壊対策事業負担金 ６，８００ ５，０００ １，８００ 
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１３款 使用料及び手数料  ９７，０２２千円 前年度比 ７７０千円の増加 

使用料及び手数料の主なもの（千円） 

 ６年度当初予算 ５年度当初予算 増  減 

川棚駅前駐車場使用料 ２，８００ ２，８００ ０ 

住宅使用料 ８３，１０２ ８１，９０２ １，２００ 

戸籍手数料 ２，１００ ２，１００ ０ 

住民基本台帳手数料 １，７７０ １，８６０ △９０ 

印鑑登録等手数料 １，１００ １，１８５ △８５ 

 

 

１４款 国庫支出金  １，０２１，１４８千円 前年度比 １７，９２６千円の増加 

国庫支出金の主なもの（千円） 

 ６年度当初予算 ５年度当初予算 増  減 

障害福祉サービス費負担金 ２７６，０２８ ２７６，０２８ 0 

障害児通所給付費等負担金 ４６，５１３ ４２，１８７ ４，３２６ 

児童措置費私立保育園・認定こど
も園 

２８２，５０８ ２７６，７７２ ５，７３６ 

児童手当負担金 １６９，５６３ １３５，４３６ ３４，１２７ 

子ども・子育て支援事業交付金 ２３，５６４ ２３，３６７ １９７ 

社会資本整備総合交付金 ３５，７３５ ２２，８２５ １２，９１０ 

地方創生道整備推進交付金 ３５，０００ ６２，３５０ △２７，３５０ 

道路局所管補助金 ７５，０００ ４７，３５４ ２７，６４６ 

 

 

１５款 県支出金  ６０６，５３６千円 前年度比 ２７，１４８千円の減少 

県支出金の主なもの（千円） 

 ６年度当初予算 ５年度当初予算 増  減 

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ費負担金 １３８，０１４ １３８，０１４ 0 

国民健康保険基盤安定負担金 ５７，０８５  ５６，９６７ １１８ 

障害児通所給付費負担金 ２３，２５６ ２１，０９３ ２，１６３ 

児童措置費私立保育園・認定こ
ども園 

１３１，５２２ １２８，７８８ ２，７３４ 

児童手当負担金 ２９，３９３ ３０，４８１ △１，０８８ 

後期高齢者医療保険基盤安定負
担金 

４２，４３４ ３８，５６３ ３，８７１ 

福祉医療費補助金 ２８，６３９ ２３，２００ ５，４３９ 



 

 

 

- 9 - 

 
 

子ども・子育て支援事業交付金 ２４，３６８ ２４，１７１ １９７ 

中山間地域等直接支払事業費補
助金 

２０，１６３ １９，６８０ ４８３ 

農水施設災害復旧費補助金 １０ ５９，５６４ △５９，５５４ 

県民税徴収委託金 １９，７００ １９，７００ 0 

 

 

１６款 財産収入  ５，８８６千円 前年度比 ２，３８９千円の減少 

財産収入においては、土地貸付収入及び基金利子について、収入が見込まれる額を計上して

います。 

不動産売払収入、物品売払収入については、名目額を計上しています。 

 

 

１７款 寄 附 金  １５０，００３千円 前年度比 ２０，０００千円の増加 

一般寄附金、民生費寄附金、教育費寄附金については、名目額を計上しています。 

ふるさと応援寄附金については、前年度の実績から推計し１５０，０００千円を計上してい

ます。 

 

 

１８款 繰入金  ３９２，６２５千円 前年度比 １５，３６８千円の増加 

基金繰入金の内、財源不足を補う繰入金として、下水道事業基金、減債基金、財政調整基金

から繰入を行うとものとして計上しています。 

また、東彼地区障がい者支援センターの解体・建設工事費（負担金）に充てる繰入金として、

地域福祉基金から繰り入れを行うものとして計上しています。 

 

 

１９款 繰越金  ７０，０００千円 前年度と同額 

繰越金については、これまでも同一規模の計上としてきており、前年度と同額の

７０，０００千円を計上しています。 

 

 

２０款 諸収入  ８４，４８０千円 前年度比 ７，４２０千円の減少 

諸収入は、貸付金元利収入においては、中小企業振興資金原資返還金（創業支援資金原資を

含む）を計上しています。雑入においては、主に（公財）長崎県市町振興協会からの宝くじ関

係配分金、農地中間管理事業費委託料などを計上しています。 
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２１款 町 債  ４３１，４００千円 前年度比 ２，１００千円の増加 

町債の内訳（起債事業）は、次のとおり。 

 (１)農林水産債 

県営事業負担金（基幹農道川棚西部地区）・・・・・・・・・１０８，０００千円 

緊急自然災害防止対策事業債（木場重地区水路整備事業）・・・４５，０００千円 

地方道路等整備事業（農道）・・・・・・・・・・・・・・・・１３，５００千円 

（基幹農道排水流末整備事業、下組地区農道路肩改修事業、岩立地区農道維持事業、

上組地区農道路肩改修事業） 

 (２)土木債 

県営事業負担金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８，５００千円 

（川棚港港湾環境整備事業、白石地区港湾改修事業、平島地区物揚場改良事業） 

地方道路整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３，４００千円 

道路維持費…町道土花浦川内線法面保護事業、町道宿山道線舗装工事など 

安全施設整備費…町道塩床線ラバーポール設置事業など 

道路新設改良事業費…町道猪乗川内線整備事業、町道良善寺線整備事業 

用悪水路維持補修費…中組地区水路整備事業 

地方創生道整備推進交付金事業・・・・・・・・・・・・・・・３１，５００千円 

（町道新谷三反間線整備事業、町道馬場線整備事業） 

道路局所管補助事業（町道上組西部線整備事業）・・・・・・・４７，４００千円 

社会資本整備総合交付金事業（町道中倉線整備事業）・・・・・１０，８００千円 

公営住宅改修事業（新町団地屋根外壁長寿命化改修事業）・・・３５，５００千円 

急傾斜地崩壊対策事業（新谷地区急傾斜地崩壊対策事業）・・・１０，２００千円 

海岸保全対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４，２００千円 

 （平島地区護岸改良事業、百津地区護岸改良事業、平島地区浮標灯改良事業） 

道路災害防止対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６，０００千円 

      （城山岩立線崩落復旧事業） 

(３)教育債 

     学校教育施設等整備事業（学校給食センター外壁改修事業）・・２２，５００千円 

防災対策事業（中央公民館空調整備事業）・・・・・・・・・・・４，９００千円 

(４)臨時財政対策債 

国の令和６年度地方財政計画において、地方交付税等の一般財源総額に前年度を上回る

額が確保され、臨時財政対策債の発行が抑制されることから、減額を見込み１０，０００千

円を計上 

 

対前年度当初予算対比 

 ６年度当初予算 ５年度当初予算 増  減 

農林水産債 １６６，５００ １１７，８００ ４８，７００ 

土木債 ２２７，５００ ２４１，１００ △１３，６００ 

消防債 － ４，７００ △４，７００ 
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教育債 ２７，４００ １７，６００ ９，８００ 

臨時財政対策債 １０，０００ ２８，０００ △１８，０００ 

合   計 ４３１，４００ ４２９，３００ ２，１００ 
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３．歳出の概要 
 

１款 議会費  ９４，５１４千円 前年度比 ３，９０９千円の増加 

１項 議会費 

１目議会費は、議員及び職員に係る報酬、給料、職員手当等、共済費等の人件費のほか、

委員会の開催や視察調査等に対する費用弁償が主なものです。 

 

 

２款 総務費  ７４２，４０３千円 前年度比 ３８，２１４千円の減少 

１項 総務管理費 

１目一般管理費は、特別職及び職員の人件費のほか、通信運搬費、コピー機等使用料、自治

会活動支援補助に要する経費を計上しています。 

２目庁舎管理費は、庁舎の維持管理に必要な光熱水費や各設備保守委託費、改修費などを

計上しています。 

３目文書広報費は、広報かわたなの印刷製本費、外部ライター謝金などを計上しておりま

す。 

４目財政管理費は、財政管財係の事務的経費やふるさと納税の包括委託や返礼品に要する

経費などを計上しています。 

５目会計管理費は、コンビニ収納の取扱いに係る手数料などを計上しています。 

６年度は、職員の育休代替として会計年度任用職員の雇用に要する経費、R6 年 10 月から

有償化される公金取扱手数料を計上しています。 

６目財産管理費は、町が所有する土地及び施設等の維持管理、建物の保険料、小串郷駅の管

理、町有林の管理に要する経費を計上しています。 

 ６年度は新たに小串郷駅における樹木伐採業務、観光施設売却等における土地登記測量業

務委託料等を計上しています。 

７目企画費は、企画振興係の事務的経費や中学卒業祝助成金、県立川棚高等学校の魅力向

上を支援するための経費を計上しています。 

６年度は、町政施行 90 周年記念事業の実施に要する経費を計上しています。 

・記念式典、講演会の開催 

・町政要覧の作成 

・90 周年記念イベントの開催 

・公式キャラクターの制作 

・スポーツ大会の開催 
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８目情報システム管理費は、電算業務の維持運営及び社会保障・税番号制度システム管理

費に係る経費を計上しています。 

６年度は、DX を推進するため会計年度任用職員を雇用するための経費、総合行政システム

機器を更新するための委託経費、令和７年度までを目標としている地方公共団体の情報シス

テムの標準化に向けて新総合行政システム移行準備対応業務委託に要する経費、ノーコード

ツールである kintone の年間使用料や、書かない行政窓口を推進するための申請書作成機器

の購入に要する経費を計上しています。 

９目地域づくり事業費は、地方創生関係の事務に要する経費並びに「地域おこし協力隊」に

関する経費並びに結婚新生活支援事業について計上しています。 

 ６年度は、地域おこし協力隊の起業や定住を支援するための補助金を計上しています。 

１０目交通安全対策費は、交通指導員の活動に対する報償費のほか、交通安全の取組みに

要する経費を計上しています。 

１１目諸費は、一般諸費のほか、地方バス路線運営事業費として川棚内海線運行に係る補

助、川棚駅前広場管理費、活きいきタクシー助成事業費について、必要額を計上しています。 

 ６年度は、ＪＲ川棚駅前看板の更新に要する経費のほか、活きいきタクシー利用券の一人

当たりの交付枚数を 24 枚から 36 枚分に増額し計上しています。 

１２目～１６目の各種基金費については、各基金の利子収入等を同額積立金として計上し

ています。 

１７目地方創生費は、婚活支援事業費として婚活イベントに要する経費を計上しています。 

１８目移住・定住促進事業費は、移住相談会に要する経費や移住支援に係る補助などを計

上しています。 

 ６年度は、移住定住・関係人口創出事業として、移住・起業相談窓口を開設する民間事業者

のスタートアップを支援するための支援事業や、まちづくり団体等が求める域外の方と関わ

りたいと思うニーズと、域外の方との橋渡し（マッチング）を図る賑わいプランナー（仮称）

を雇用するための経費、関係人口を創出するための“かわたなファンクラブ（仮称）”を作成

するための経費、SNS を活用した感性分析を実施するための経費を計上しています。 

１９目企業誘致推進費は、企業誘致推進に要する経費を計上しています。 

２０目新型コロナウイルス感染症等対策基金費は、基金積立金を名目予算として計上して

います。 

２１目減債基金費は、これまで減債基金への積み立てに要する経費を１２目財政調整基金

費として計上しておりましたが、６年度から目を新設し、所要の積立金を計上しています。 

 

２項 徴税費 

１目税務総務費は、職員の人件費のほか、事務費など計上しています。 
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２目賦課徴収費は、賦課徴収や滞納処分に要する経費を計上しています。 

６年度は、地方税申告の電子化に対応するための導入支援に要する経費や、令和 9 年度の

土地の評価替えに向け、土地の現状確認や路線価の見直しに要する経費として計上しており

ます。なお、本事業は令和 8 年度までの債務負担行為として計上しています。 

 

３項 戸籍住民基本台帳費 

戸籍住民基本台帳費では、住民基本台帳情報及び戸籍情報の処理管理に要する経費並びに

マイナンバーカード発行に係る申請・交付事務等に要する経費を計上しています。 

６年度は、戸籍におけるふりがなを追記するためのシステム改修に要する経費や、戸籍情

報システム及び附票システムにおける全国標準化に対応するための改修費、役場窓口におけ

る各種証明書の発行やマイナンバーカードの申請等に対応するための会計年度任用職員を雇

用するための経費を計上しております。 

 

４項 選挙費 

１目選挙管理委員会費は、選挙管理委員会に係る経費を計上しています。 

２目衆議院議員補欠選挙費は、衆議院議員補欠選挙に要する経費を計上しています。 

 

５項 統計調査費 

統計調査費は、各種統計調査に要する経費を計上しています。 

6 年度は、農林業センサスの調査に要する経費を計上しています。 

 

６項 監査委員費 

 監査委員費は、監査委員の報酬ほか監査業務に係る経費を計上しています。 

 

 

３款 民生費  ２，６２４，２９６千円 前年度比 １４４，３３０千円の増加 

１項 社会福祉費 

１目社会福祉総務費は、母子・父子・乳幼児等に対する福祉医療の支給、民生委員・児童委

員活動に要する経費、社会福祉協議会の運営補助、地域支え合い事業など福祉施策に要する経

費を計上しています。 

 ６年度は、高校生までの医療費の完全無償化を実現するため、母子福祉医療費における扶助

費を増額するとともに、社会福祉協議会からの要望を受け、運営補助として、1 人分の人件費

を増額計上しております。 
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主な特別会計への繰出金等の状況は次のとおり。 

 ６年度当初予算  ５年度当初予算  増  減 

国民健康保険基盤安定費 ９８，３４０ ９７，８７０ ４７０ 

国民健康保険事業費 ２８，３３６ ２９，２２４ △８８８ 

後期高齢者医療保険基盤安定負担事業費 ５６，５７９ ５１，４１８ ５，１６１ 

後期高齢者医療保険事業費 １０，００４ ８，９６３ １，０４１ 

後期高齢者医療保険療養給付費 

（広域連合への負担金） 
２０８，０１２ ２０６，９５５ １，０５７ 

介護保険事業費 ２６９，８６０ ２７４，０４７ △４，１８７ 

 

２目障害者福祉費は、各事業の給付費について、実績を基に算出し、必要額を計上していま

す。 

６年度は、在宅で人工呼吸器等を日常的に使用するものに対し非常用電源購入費を助成する

ための費用、東彼地区障害者支援センター（エール）の建設事業に対応するため、建設費負担

金を計上しています。 

３目老人福祉費は、高齢者の福祉施策として、町老連及び地区老人クラブへの補助、養護老

人ホーム入所者の措置費、敬老祝金・長寿祝金、シルバー人材センターの運営などに要する経

費を計上しています。 

 ６年度は、地区敬老事業補助金について、現行の一人あたり１，０００円の助成額を１，５

００円へ増額し計上しています。 

 

４目老人福祉施設費は、いきがいセンターの指定管理費を計上しております。 

 ６年度は、指定管理委託料について、燃油の高騰により時限措置として９０万円増額すると

ともに、アスベスト調査に要する経費を計上しています。 

 

５目国民年金事務費は、被保険者の資格取得・喪失及び老齢・障害基礎年金等の請求、保険

料免除申請等の各種届出に関する事務並びに適用促進等の年金業務の経費を計上しています。 

 

２項 児童福祉費 

１目児童福祉総務費は、保育所運営事業、学童保育などの放課後児童健全育成事業、延長保

育と一時預かり事業などの子ども・子育て支援事業に必要な経費を計上しています。 

 ６年度は、子育て世帯の経済的負担を支援するため、0 歳未就園児の一時預かり保育料の無

償化事業の実施に要する経費を計上し、保育士担い手確保のため、川棚町保育士等就職祝金交

付事業として、町内保育施設に勤務する常勤保育職員等に対して就職祝い金を交付する経費、

５０万円を計上しています。この他、研修等に参加した保育士へ手当等を支給する保育士等処

遇改善推進事業の実施に要する経費や、子どもの性被害防止の観点から、パーテーションやカ

メラの整備等を行う保育所等の取り組みの支援に要する経費、使用済みおむつを保育園等にて

処分することを推奨するため、保育所等における使用済みおむつの処分費の支援に要する経費

を計上しています。 
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２目児童措置費の保育所等給付費については、町内の保育園及び町外保育園分並びに認定こ

ども園の給付費の年間所要額を見込んで計上しています。 

 6 年度は、子育て世帯の経済的負担を支援するため、0 歳児の保育料の無償化に要する経費

を計上しています。この他、国により児童手当制度改正が示され、令和 6 年 10 月からの手当

の支給対象を高校生までとし、第３子以降を 3 万円とする内容にて実績を見込み扶助費を計上

しています。 

 

３項 災害救助費 

災害救助費は、災害見舞金等の支給業務に必要な経費を計上しています。 

 

 

４款 衛 生 費  ６１０，０４１千円 前年度比 １８，５１７千円の減少 

１項 保健衛生費 

１目保健衛生総務費は、職員人件費のほか献血の推進、母子愛育班活動や乳幼児健診など

母子保健の推進、救急医療対策に要する経費を計上しています。 

６年度は、未就学児の病気やケガなどにおける迅速な初期対応を可能とし、子育て世帯の

不安解消を図るため、医療相談アプリの利用料を支援するための費用や、県事業である救急

安心センター事業負担金を計上しています。 

２目予防費は、定期予防接種、定期外予防接種及び狂犬病予防事業に要する経費を計上し

ております。 

３目健康増進費は、食生活改善推進活動などをはじめとする健康教育の推進、各種がん検

診など検診事業の実施に要する経費を計上しています。 

 

４目環境衛生費は、海岸清掃などの環境衛生に係る費用、火葬場施設分担金、資源回収の補

助金、野良猫の TNR 推進事業費などを計上しています。 

 

２項 清掃費 

１目塵芥処理費及び２目し尿処理費は、それぞれ東彼地区保健福祉組合への分担金並びに

負担金を計上しています。 

 ６年度は、ごみ処理施設の１・2 号炉バグフィルターろ布等の補修工事の実施に伴い、分担

金を計上しています。 

 

３項 公害対策費 

１目公害対策費は、河川海域水質調査・臭気調査などに要する経費、合併処理浄化設置整備

補助などを計上しております。 
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５款 労 働 費  １，５３１千円 前年度比 ４０１千円の減少 

１項 労働諸費 

１目勤労青少年ホーム管理費は、勤労青少年ホームの維持管理に要する経費を計上してい

ます。 

2 目労働諸費は、雇用等に要する経費を計上しています。 

 

 

６款 農林水産業費  ３５１，５０３千円 前年度比 ６１，５４０千円の増加 

１項 農業費 

１目農業委員会費は、農業委員会の運営、農業者年金に係る事務並びに機構集積支援事業に

要する経費を計上しています。 

２目農業総務費は、職員人件費を計上しています。 

３目農業振興費は、水稲、みかん、施設園芸等振興作物の生産振興、営農組織・担い手確保、

有害鳥獣対策、中山間地域等直接支払事業、多面的機能支払交付金事業、特産物の販売宣伝促

進事業、農地中間管理事業等の事業費を計上しています。 

 ６年度は、みかんの施設園芸の振興を図るため、園芸用ハウスにおける換気装置の設置の支

援に要する経費、中山間地域等直接支払制度第６期対策に向けた資料作成に要する経費を計上

しています。 

４目畜産業費は、肉用牛肥育経営安定対策事業、繁殖雌牛導入支援事業、家畜防疫対策事業

等の取組みに要する経費を計上しています。 

５目農地費は、県営事業である基幹農道川棚西部地区の地元負担金、農道等の維持補修に要

する経費を計上しています。 

 ６年度は、岩立水利組合の水中ポンプ取替補助金を計上しています。 

農道新設改良事業費 

 基幹農道川棚西部地区に係る負担金：事業費の 10％ 

    道水路維持補修費の主なもの 

岩立地区農道能木１号線維持工事 

下組地区農道川平線路肩改修工事 

中山地区黒木本水路改修工事 

上組地区農道刎田線路肩改修工事 

基幹農道流末水路整備工事（小串工区） 

木場重地区水路整備工事 
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２項 林業費 

林業費は、森林及び既存林道の適正な保全と維持管理、森林組合の事業、林道維持補修並び

に緑化推進に要する経費を計上しています。 

 

３項 水産業費 

水産業費は、大村湾漁協川棚支所が取り組む栽培漁業等の各種事業への補助のほか、漁港管

理に要する経費を計上しています。 

 

漁港維持補修費の主なもの 

惣津地区漁港環境防災広場トイレ下水道引込管敷設工事 

三越地区鈴木野南平護岸整備工事 

 

 

７款 商 工 費  １６１，７３４千円 前年度比 １７，７１７千円の増加 

１項 商工費 

１目商工総務費は、職員の人件費のほか、空き店舗活用に要する経費等を計上しています。 

６年度は、町内における起業を支援するため、創業準備支援事業補助金を新たに創設する

ための費用を計上しています。 

２目商工業振興費は、商工業の振興を図るため、中小企業振興資金制度・創業支援振興資金

への預託金、町内事業者の経営改善指導や後継者育成支援等を行う商工会への支援に要する

経費等を計上しています。 

６年度は、長崎県が実施する「商店街等を核とする地域のにぎわい創出支援事業」への負担

金を計上しています。 

３目観光費は、夏まつり等の観光振興事業に要する経費のほか、観光ＰＲやスポーツ合宿

補助に要する経費、大崎公園管理費等、大崎半島における観光まちづくりに要する経費、大崎

半島の観光施設関連費を特別会計において予算執行するよう繰出金を計上しています。 

６年度は、石木疎開トンネル周辺の樹木伐採に要する経費を計上しています。 

4 目観光施設整備基金費は、基金の利子と同額を積立金として計上しています。 

 

 

８款 土木費  ９４６，８３５千円 前年度比 ２３，９８７千円の減少 

１項 土木管理費 

１目土木総務費は、職員人件費、旅費ほか一般的な事務経費を計上しています。 
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２項 道路橋梁費 

１目道路橋梁総務費は、道路台帳の整備など道路管理に必要な経費を計上しています。 

２目道路維持費は、町道の維持管理に要する経費及び安全施設整備工事に要する経費を計

上しています。 

道路維持費の主なもの 

  町道土花浦川内線法面保護工事（上百津） 

  町道宿山道線舗装工事（中組） 

  町道城山線土留擁壁設置工事（城山） 

  町道平島 10 号支線維持補修工事（平島） 

安全施設整備費 

カーブミラー・路側線設置のほか、安全対策の所要額を計上しています。緊急性・必要

性の高い箇所から実施するよう予定しています。 

３目道路新設改良費は、町道の新設又は改良に要する経費を計上しております。 

 道路新設改良事業費 

  町道猪乗川内線道路拡幅工事（猪乗川内） 

  町道良善寺線道路拡幅工事（東小串） 

 交通安全対策補助（通学路緊急対策）事業費 

  町道上組西部線歩道設置工事「堺橋 1 期施工上部工」（上組） 

町道上組西部線歩道設置工事「堺橋 2 期下部工及び附帯工」（上組） 

町道上組西部線歩道設置工事「堺橋 2 期上部工」（上組） 

 社会資本整備総合交付金事業費（新設改良） 

町道中倉線改良事業（下組） 

 地方創生道整備推進交付金事業費 

町道馬場線道路改良工事（白石） 

町道新谷三反間線道路改良工事（新谷） 

４目橋梁維持費は、橋梁の維持補修に関する経費と、道路橋定期点検業務に要する経費を

計上しています。 

 

３項 河川海岸費 

１目河川管理費は、河川維持補修に係る経費を計上しています。 

６年度は、普通河川後田川の浚渫工事に要する経費を計上しています。 

２目ダム対策費は、石木ダム建設に関して、長崎県、佐世保市及び地元関係者との協議に要

する経費を計上しています。 
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3 目海岸保全費は、海岸保全に備えた名目予算として計上しています。 

４目用悪水路費においては、中組地区原田水路整備工事など用悪水路の維持補修に要する

経費を計上しています。  

5 目急傾斜地崩壊対策事業費においては、新谷地区急傾斜地崩壊対策工事に係る経費を計

上しています。 

 

４項 港湾費 

１目港湾管理費は、川棚港の港湾管理に要する経費を計上しています。 

２目港湾建設費は、県営事業に係る地元負担金を計上しています。 

港湾環境整備事業（緑地）：事業費の 12.5% 

メンテナンス事業（平島地区）：事業費の１／６ 

緊急自然災害防止事業（百津地区／護岸改良（五島鉱山前））：事業費の 7% 

緊急自然災害防止事業（平島地区／護岸改良）：事業費の７％ 

緊急自然災害防止事業（平島地区／浮標灯改良）：事業費の２５％ 

緊急自然災害防止事業（百津地区／護岸改良（森林組合前））：事業費の２５％ 

 

５項 都市計画費 

都市計画費は、都市計画全般の経常的経費のほか、公園の緑化管理等の維持管理に要する

経費その他遊具施設の補修工事及び下水道事業会計への負担金・補助並びに出資金に係る必

要額を計上しています。 

 

    公園整備事業 

 城山公園園路舗装補修工事 

 中央公園（平島側）通路整備工事 

 琴見ケ丘公園通路手摺設置工事 

 

６項 住宅費 

住宅費は、町営住宅の維持管理に要する経常的経費のほか、町営住宅新町団地屋根外壁長

寿命化改修工事とその他補修・修繕に要する経費を計上しています。 

 

 

９款 消 防 費  ２５０，９４０千円 前年度比 ２，４６２千円の減少 

１項 消防費 
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消防費は、広域常備消防の負担金及び非常備消防に要する経費など、消防防災体制の充実

強化を図るための経費を計上しています。 

６年度は、停電時においても確実に防災行政無線が作動するようバッテリーの交換に要す

る経費を計上しています。 

 

 消防施設費の主なもの 

   土花防火水槽補修工事（上百津） 

   防火水槽フェンス取替工事（中山、惣津） 

 

 

10 款 教 育 費  ４７６，８５８千円 前年度比 ５５，１５７千円の増加 

１項 教育総務費 

１目教育委員会費は、教育委員に係る報酬、会議出席等に要する費用弁償等の所要経費を

計上しています。 

２目事務局費は、職員人件費のほか、語学教育の充実を図るための外国語指導助手の配置、

小・中学校に在籍している発達障害や不登校等の児童生徒に対して適切な指導を行うことを

目的として、臨床心理士を活用した学校活性化事業を実施する経費などを計上しています。 

６年度は、給食費無償化の対象を拡大し、現在の支援対象に中学１・２年生を追加するため

の費用を計上しています。 

３目公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備事業費は、準要保護児童・生徒に貸与す

る WiFi ルーターの通信料や ICT 支援員の派遣委託料などを計上しています。 

２項 小学校費 

１目学校管理費は、学校の運営管理に関する経費の他、各小学校への用務員、校務（兼図書

司書）支援員、サポートティーチャー及び特別支援教育支援員の配置に係る経費などを計上

しています。 

 ６年度は、学校教材等充実事業費として、４年毎の教科書改訂に伴う教師用の教科書及び

指導書（デジタル教科書含）の整備に要する費用を計上しています。 

学校施設の整備関係として、各学校における主な工事等は次のとおり。 

  川棚小学校：多目的教室蛍光灯のＬＥＤ化工事 

石木小学校：体育館軒樋漏水対策工事  

小串小学校：校舎廊下側窓落下防止策設置工事  

２目教育振興費は、日本スポーツ振興センターへの掛金、要保護・準要保護児童に対する扶

助費等に係る経費を計上しています。 

 

３項 中学校費 
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１目学校管理費は、学校の管理運営に関する経費の他、用務員、公務支援員及び特別支援教

育支援員、心の教室相談員を配置するための経費を計上しています。 

 

学校施設の整備関係の主な工事等は次のとおり。 

  川棚中学校：屋内運動場渡り廊下補強工事 

 

２目教育振興費は、日本スポーツ振興センターへの掛金、課外クラブ補助金、要保護・準要

保護生徒に対する扶助費、中学 1 年生全員を対象とした「イングリッシュキャンプ事業」など

に係る経費を計上しています。 

 

４項 社会教育費 

１目社会教育総務費は、地域文化の振興を図るため、総合文化祭の開催及び文化公演事業

の実施に要する経費や、子育て支援のためのブックスタート事業、高齢者の学習支援として

のふれあい教室開催に要する経費、文化財保護に要する経費、青少年育成地区活動、二十歳の

つどい（式典）の開催に要する経費を計上しています。 

２目公民館費は中央公民館の維持管理に要する経費を計上しているほか、地区公民館建設

費として、改修に係る補助金を計上しています。 

 ６年度は、中央２階会議室・廊下・図書室の空調更新工事に要する経費、大崎公民館及び若

草公民館の改修に要する経費を計上しています。 

３目公会堂費は公会堂の維持管理に要する経費を計上しています。 

６年度は、空調中央監視装置コントローラーの更新業務に要する経費を計上しています。 

 

５項 保健体育費 

１目保健体育総務費は、町民の健康増進を図るための各年齢層に応じた各種スポーツ大会

の開催に要する経費や、スポーツ推進委員に要する経費、ホッケー競技を「わがまちスポー

ツ」として推進する事業費を計上しています。 

 ６年度は、今年度開催されるインターハイ実行委員会の負担金や、大崎公園交流広場の芝

張り替えをお披露目し、インターハイの成功に向けたホッケーイベントの開催に要する経費

を計上しています。 

２目教育キャンプ場費は、教育キャンプ場の維持管理に要する経費を計上しています。 

３目柔剣道場管理費は、柔剣道場の維持管理に要する経費を計上しています。 

６項 学校給食共同調理場費 

学校給食共同調理場費は、学校給食センターの管理運営に係る経費を計上しています。 

学校給食センターの工事等は次のとおり。 

  外壁改修工事 

 食缶盛付機更新工事 
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 公用車購入事業 

 

 

11 款 災害復旧費  ３３，８７９千円 前年度比 ５６，１９４千円の減少 

１項 農林水産施設災害復旧費 

１目農地農業施設災害復旧費は、災害に備えた名目予算として計上しています。 

２目林業施設災害復旧費は、災害に備えた名目予算として計上しています。  

 

２項 公共土木施設災害復旧費 

１目公共土木施設災害復旧費は、町道城山岩立線崩落復旧工事、及び普通河川後田川護岸

改修工事について計上しています。 

 

 

12 款 公 債 費  ５０５，３６６千円 前年度比 １８，８７８千円の減少 

公債費は、町債の元金及び利子の償還金を積算し、令和５年度事業分として見込まれる借入予

定額（６年５月）については、現在の金利水準で試算して計上しています。  

 

 

13 款 諸支出金  １００千円 前年度と同額 

諸支出金には、土地購入費として、名目計上を行っております。 

 

 

14 款 予 備 費  ２０，０００千円 前年度と同額 

予備費には、例年と同様の金額２０，０００千円を計上しています。 
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令和６年度 主要事業  
 

普通建設事業の主なもの 

事    業    名 事業箇所 事  業  概  要 

道水路維持補修事業 

基幹農道流末水路整備工事（小串工区） 
小串 施工延長 L=115.0m 

道水路維持補修事業 

木場重地区水路整備工事 
木場 施工延長 L=150.0m 

道路新設改良事業 

町道猪乗川内線道路拡幅工事 
猪乗川内 舗装工 A=654 ㎡ 

交通安全対策補助（通学路緊急対策）事業 

町道上組西部線工事（堺橋 1 期上部工） 
上 組  

交通安全対策補助（通学路緊急対策）事業 

町道上組西部線工事（堺橋 2 期下部工及び

附帯工） 

上 組  

交通安全対策補助（通学路緊急対策）事業 

町道上組西部線工事（堺橋 2 期下部工及び

附帯工） 

上 組  

社会資本整備総合交付金事業 

町道中倉線改良工事 
下組 

物件調査業務・土地鑑定評価業務 一式 

土地購入 下組（3 筆分） 

補償費 一式 

地方創生道整備推進交付金事業 

町道馬場線道路改良工事 
白 石 道路改良 L=75.3ｍ 

地方創生道整備推進交付金事業 

町道新谷三反間線道路改良工事 
新 谷 道路改良 L=19.5ｍ 

急傾斜地崩壊対策事業 

新谷地区急傾斜地崩壊対策工事 
新 谷 

工事延長 L=33m 

現場吹付法枠工 A=195.2 ㎡ 

住宅管理費 

新町団地屋根外壁改修工事 
新 町 3 棟 

川棚小学校施設改良費 

多目的教室蛍光灯ＬＥＤ化工事 
中 組 21 台 

石木小学校施設改良費 

体育館軒樋漏水対策工事 
石 木 1 式 

小串小学校施設改良費 

校舎廊下側窓落下防止策設置工事 
小 串 32 カ所 

川棚中学校施設改良費 

屋内運動場渡り廊下補強工事 
中 組 1 式 

給食センター施設維補修費 

外壁改修工事 
下 組 1 式 
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県営事業の主なもの 

事    業    名 事業箇所 事  業  概  要 

基幹農道川棚西部地区 中山他 道路工事 

港湾環境整備事業（緑地） 下百津 
緑地整備 ５ｈa 

（緑地工事） 

緊急自然災害防止事業（海岸） 平 島 護岸改良 

緊急自然災害防止事業（海岸） 百 津 護岸改良 

緊急自然災害防止事業（港湾防災） 平 島 浮標灯改良 

緊急自然災害防止事業（港湾防災） 数 石 護岸改良 
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川棚町まち・ひと・しごと創生総合戦略関係－主要事業 

 

基本目標 事業名 主管課 事業概要

町内での起業に要する費用を支援

事業費：3,600千円

空き店舗を活用して起業する事業者の店舗賃料を補助

　　　事業費：900千円

栄町商店街の活性化を目的とし、有識者の招聘、グループ

ワークを実施

事業費：1,250千円

商工会が実施する経営改善普及指導や後継者育成事業等に

支援

事業費：6,280千円

道路工事（県事業負担金）

事業費：120,000千円

移住・起業相談窓口の開設や関係人口の創出を図る

事業費：11,898千円

川棚町移住支援金、空き家改修補助金、移住体験宿泊費補

助金等係る経費

事業費：4,692千円

スポーツ合宿の誘致

　　　　　　　　　事業費：150千円

外部人材を活用したSNSによる情報発信

事業費：576千円

子の妊娠届出時及び出産後にそれぞれ５万円の応援金を給

付（第１子から対象）

事業費：8,000千円

0歳児における保育料（一時預かりを含む）の無償化を実

施

　　　　　　　　　事業費：2,900千円

高校生までの医療費完全無償化を実施

　　　　　　　　　事業費：40,912千円

子育て世帯の負担軽減を図るため、第３子以降及び中学１

～３年生の給食費を支援

　　　　　　　　 事業費：25,210千円

町内に住所を有する中学生3年生の卒業に際し、祝金を支

給する

　　　　　　　　　事業費：3,500千円

消防団員出動報酬、分団整備委託料等、体制整備に要する

経費

事業費：38,131千円

自主防災リーダー養成講座の受講に要する費用を支援

事業費：235千円

地域見守りネットワーク事業を実施する自治会に支援

事業費：189千円
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産業

振興課

商工業振興事業費補助金

子ども医療費助成事業 住民

福祉課

非常備消防費

総務課

自主防災リーダー養成支援事業
総務課

地域見守りネットワーク支援事業 長寿

支援課

保育所等給付事業

子ども・子育て支援事業
健康

推進課

学校給食費助成（子育て支援）事業
教育

委員会

出産・子育て応援金給付金事業
健康

推進課

中学卒業祝助成金事業
企画

財政課

移住定住・関係人口創出事業 企画財

政課

スポーツツーリズム推進事業 産業

振興課

文書広報費 企画

財政課

移住・定住促進事業
企画財

政課

創業準備支援事業

産業

振興課

空き店舗活用促進事業

産業

振興課

基幹農道川棚西部地区整備事業 産業

振興課

商店街等を核とする地域のにぎわい

創出事業
産業

振興課


